
第１４０回自賠責保険審議会－資料２

令和２年度自動車安全特別会計の運用益の使途等について

令 和 ２ 年 １ 月
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平成30年度
予算額

平成30年度
決算額

令和元年度
予算額
(a)

令和２年度
予算額(案)
(b)

増減額
(b-a)

増減率
(％)

 （１） 独立行政法人自動車事故対策機構
     　運営費交付金

7,179,739
の内数

7,179,739
の内数

7,317,077
の内数

7,350,029
の内数

- -

 （２） 独立行政法人自動車事故対策機構
     　施設整備費補助金

137,800 114,668 147,193 139,640  7,553  5.1

 （３） 自動車事故対策費補助金 4,361,747 4,053,986 5,059,475 5,001,328  58,147  1.1

 （４） 自動車事故対策委託費 50,000 9,623 0 0 0 -

 （１） 独立行政法人自動車事故対策機構
     　運営費交付金

7,179,739
の内数

7,179,739
の内数

7,317,077
の内数

7,350,029
の内数

- -

 （２） 自動車事故対策費補助金　(注) 946,916 902,953 989,549 873,754  115,795  11.7

 （３）自動車事故対策委託費 66,557 65,990 63,658 61,064  2,594  4.1

(注)　令和元年度補正予算案においては、高齢運転者の安全対策を行うことを目的として、 事業用自動車について、65歳以上の高齢運転者を対象に、衝
突被害軽減ブレーキやペダル踏み間違い急発進抑制装置が搭載された安全運転サポート車の購入等を補助する「サポカー補助金」が措置された。
（1,249,000千円）

自動車安全特別会計運用益活用事業（総括表）
（単位：千円）

※ 単位未満は四捨五入。

１． 被害者保護増進対策

２． 自動車事故発生防止対策
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１．被害者保護増進対策

平成30年度
予算額

平成30年度
決算額

令和元年度
予算額
(a)

令和２年度
予算額(案)

(b)

増減額
(b-a)

増減率
(%)

7,179,739
の内数

7,179,739
の内数

7,317,077
の内数

7,350,029
の内数

‐

○療護施設の設置・運営
・自動車事故による重度後遺障害者に適切な治療と看護を行う療護施設を設置・運営する。

○訪問支援
・介護料受給者宅を訪問し、直接、介護料受給者やそのご家族の方からの介護に関する相談への対
応や各種情報の提供等を実施する。

○交通遺児等貸付
・交通遺児等に対する生活資金の貸付け等を行う。

○自動車アセスメント等
・自動車アセスメント等の事故発生防止及び被害者保護に関する調査・研究を行う。

・自動車事故による重度後遺障害者に適切な治療と看護を行う療護センターの施設を整備する。

3,294,813 3,149,084 3,919,651 3,928,821 9,170

○介護料支給
・自動車事故による重度後遺障害者に対して介護料を支給する。

3,175,906 3,060,927 3,800,744 3,816,546 15,802

○短期入院・入所費助成
・自動車事故による重度後遺障害者に対して短期入院・入所費を助成する。

112,275 88,157 112,275 112,275 0

○回収不能債権補填金
・交通遺児等に対する貸付金債権のうち、回収不能債権を補填する。

6,632 0 6,632 0 △ 6,632

7,350,029
の内数

139,640137,800

（２）独立行政法人自動車事故対策機構施設整備費補助金【独立行政法人自動車事故対策機構】

（３）独立行政法人自動車事故対策機構が行う介護料等の支給等 [自動車事故対策費補助金]
【独立行政法人自動車事故対策機構】

7,179,739
の内数

△ 7,553 △ 5.1

‐

114,668 147,193

‐

0.2

7,179,739
の内数

7,317,077
の内数

自動車安全特別会計運用益活用事業
国土交通省

（単位：千円）

事業の内容(令和２年度(案))　　　【　】内は補助等対象事業者

（１）独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付金【独立行政法人自動車事故対策機構】
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１．被害者保護増進対策

平成30年度
予算額

平成30年度
決算額

令和元年度
予算額
(a)

令和２年度
予算額(案)

(b)

増減額
(b-a)

増減率
(%)

475,200 321,404 549,225 478,005 △ 71,220

○救急医療機器整備事業
・自動車事故被害者の救済を図るため、救急病院に対する救急医療設備の整備に要する経費の一部
を補助する。【医療機関】

110,000 90,775 45,457 10,185 △ 35,272

○短期入院・入所協力事業
・自動車事故被害者の救済を図るため、在宅の重度後遺障害者の短期入院を受け入れる病院や短期
入所を受け入れる障害者施設に対する受入体制の整備及び強化に要する経費の一部を補助する。
【医療機関、障害者施設】

216,300 126,112 203,653 154,520 △ 49,133

○在宅生活支援環境整備事業
・自動車事故被害者の救済を図るため、在宅の重度後遺障害者の介護者が亡くなって介護をする人が
いなくなった場合（いわゆる「介護者なき後」）等に地域のグループホーム等障害者支援事業所での支
援を受け生活することができるよう、受入事業所に対する設備導入や介護人材確保に要する経費の一
部を補助する。【障害者施設、グループホーム】

148,900 104,517 300,115 313,300 13,185

・自動車事故に係る損害賠償問題について、弁護士が相談に応じ、必要な指導及び示談のあっ旋を行
う事業等に要する経費の一部を補助する（事故相談事業、示談あっ旋事業、電話相談事業、相談員等
研修事業、高次脳機能障害相談事業）。【（公財）日弁連交通事故相談センター】

・交通遺児に対して、その育成のための資金を長期にわたり安定的に給付する事業に要する経費の一
部を補助する。【（公財）交通遺児等育成基金】

・自動車事故被害者の公共交通による移動利便性の向上を図るため、被害者の移動実態や被害者が
利用しやすい福祉輸送サービス等に関する調査を外部委託する。【当該事業を受託する者】

（７）自動車事故被害者の保護の増進に向けた公共交通の利便性向上の促進に関する調査事業
[自動車事故対策委託費]

50,000 9,623 0 0 0 -

3,849 19.5

（６）交通遺児育成給付金支給事業 [自動車事故対策費補助金]

21,734 15,726

(４)自動車事故医療体制整備事業 [自動車事故対策費補助金]

570,910

19,743 23,592

（５）自動車事故相談及び示談あっ旋事業 [自動車事故対策費補助金]

570,000

事業の内容(令和２年度(案))　　　【　】内は補助等対象事業者

567,772 570,856 54 0.0

△ 13.0

（単位：千円）
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２．自動車事故発生防止対策

平成30年度
予算額

平成30年度
決算額

令和元年度
予算額
(a)

令和２年度
予算額(案)

(b)

増減額
(b-a)

増減率
(%)

7,179,739
の内数

7,179,739
の内数

7,317,077
の内数

7,350,029
の内数

‐

○指導講習、適性診断
・運行管理者等の指導講習及び運転者の適性診断を実施する。

○自動車アセスメント等
・自動車アセスメント等の事故発生防止及び被害者保護に関する調査・研究を行う。＜再掲＞

○事故防止対策支援推進事業
・自動車事故を防止し、安全な自動車交通の実現を図るため、ＡＳＶ、デジタル式運行記録計及び映像
記録型ドライブレコーダーの普及、社内安全教育及び過労運転防止のための先進的な取り組みの促
進といった自動車運送事業の安全に資する施策に必要な経費の一部を補助する。【自動車運送事業
者等】

事業用自動車の社会的影響の大きい重大事故の背景にある組織的・構造的問題の解明などを図るな
ど、高度かつ、複合的な事故要因の調査・分析の一層の充実とこれに基づく有効な再発防止策の提言
の強化を図るため、事業用自動車事故調査委員会に係る業務（重大事故の調査や提言など）を外部委
託する。【当該事業を受託する者】

自動運転車の事故が発生した場合、その原因は事故発生時の自動運転システムや走行環境の状況、
ドライバーの対応状況など様々な要因が考えられることから、総合的な事故調査・分析を客観性、真正
性を確保した形で実施する体制を確立するため、自動運転車の事故の調査分析に係る業務を外部に
委託し、速やかな事故原因の究明に取り組む。【当該事業を受託する者】

4,313 皆増

事業の内容(令和２年度(案))　　　【　】内は補助等対象事業者

（１）独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付金【独立行政法人自動車事故対策機構】

7,179,739
の内数

7,179,739
の内数

946,916 902,953

（２）自動車運送事業の安全総合対策事業 [自動車事故対策費補助金]

（単位：千円）

△ 11.7

（４）自動運転車等事故分析事業[自動車事故対策委託費]

- - - 4,313

63,658 56,751 △ 6,907 △ 10.9

（３）事業用自動車の重大事故に関する事故調査等機能の強化事業［自動車事故対策委託費］

66,557 65,990

‐
7,317,077

の内数
7,350,029

の内数
‐

989,549 873,754 △ 115,795
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１．被害者保護増進対策

補助等対象事業【補助等対象事業者】

＜実績額（予算額）＞

★ 運営費交付金を交付し、独立行政法人自動車事故対策機構法に基づく業務を確実、効率的かつ効果的に実施することにより、被害者保護
の増進を図る。

○ 国土交通省において、業務実
績等について評価を実施。

○ 介護料受給者宅を訪問し、直接、介護料受給者やそのご家族の方からの介護に関する相談や各種情報の提供等を行う訪問支援を、前年
度末介護料受給者4,650人のうち3,289人（70.7％、対前年度比2.3％増）に対して実施。
データベースの一元管理等によるデータの整理分析・共有を通じて、受給者のニーズ等の把握・分析を行い、医療機関等の福祉サービス
等の効率的な情報提供を図るなど、より効果的な訪問支援業務を推進。

〇業務実績報告書を受領。

○ 千葉、東北、岡山及び中部の各療護センターをそれぞれ民間法人に委託して運営。また、北海道地区、北陸地区(平成31年１月から患者の
受入を開始)、近畿地区、九州地区及び関東西部地区において一般病院に療護施設機能の委託を行い運営。さらに、愛知県にて一貫症例
研究型病床の運営。

○ 交通遺児等貸付を101人に対して行うとともに、交通遺児等の支援に関する一般向け周知活動として、交通遺児等による絵画コンテスト優
秀作品及び重度後遺障害者が創作された作品を展示。
被害者家族の精神的支援のため、「友の会だより」を発行するとともに、「友の会の集い」等（参加者761人）を実施。

○ 自動車アセスメントにおいて、11車種の自動車に対する衝突安全性能評価、21車種に対する予防安全性能評価及び4機種のチャイルド
シートに対する評価試験を実施し、その結果を情報提供。

★ 施設整備費を補助し、独立行政法人自動車事故対策機構法に基づく業務を確実、効率的かつ効果的に実施することにより、被害者保護の
増進を図る。

○ 国土交通省において、業務実
績等について評価を実施。

○ 千葉療護センターにおいて中長期修繕計画に基づく修繕・サイクロトロン薬剤合成装置及び自動尿成分分析装置の更新、東北療護セン
ターにおいて脳波計及び患者監視装置を更新、岡山療護センターにおいて臨床検査システムの更新を実施。

○ 業務実績報告書を受領。

★ 介護料等を補助し、独立行政法人自動車事故対策機構法に基づく業務を確実、効率的かつ効果的に実施することにより、被害者保護の増
進を図る。

○ 国土交通省において、業務実
績等について評価を実施。

○ 自動車事故による重度後遺障害者に対する介護料を4,800人（前年度比-0.1％）に支給するとともに、介護相談及び「ほほえみ」による情報
提供を実施。

○ 業務実績報告書を受領。

○ 自動車事故による重度後遺障害者の短期入院・入所費を1,521人（前年度比＋1.5％)に助成。

★ 自動車事故被害者の救済を図るため、救急病院に対する救急医療設備の整備に要する経費の一部を補助する。
救急医療機関数　７病院

○ 各補助事業者から実績報告
書を受領。

○ 藤沢市民病院（神奈川）、やわたメディカルセンター（石川）、セントラル病院（広島）、安来市立病院（島根）、高知赤十字病院（高知）、米盛
病院（鹿児島）、沖縄県立南部医療センター・こども医療センター（沖縄）、に対して実施。

○ 国土交通省において立入検査
を実施。

○ 補助対象医療機器の内容はＭＲＩ、ＣＴ等。

★ 自動車事故被害者の救済を図るため、在宅の重度後遺障害者の短期入院・入所を受け入れる病院・施設に対する受入れ体制の整備及び
強化に要する経費並びに「介護者なき後」に備えた後遺障害を負われた方々の受入環境の整備に要する経費の一部を補助する。

○ 短期入院・入所協力事業による補助を行った短期入院医療機関等数は99ヶ所（延べ）。
補助対象経費の内容は介護浴槽、シャワーストレッチャー、電気刺激装置などの医療器具の導入経費、療護センターにおける研修参加経
費等。

○ 在宅生活支援環境整備事業による補助を行った事業者数は23事業者。
補助対象経費の内容は特殊浴槽、電動ベッド、走行リフトなどの医療器具の導入経費、介護人材の確保に要する経費。

（３）独立行政法人自動車事故対策機構が
行う介護料等の支給等［自動車事故対策費
補助金］
【独立行政法人自動車事故対策機構】
＜3,149,084千円（3,294,813千円）＞

（４）自動車事故医療体制整備事業 [自動
車事故対策費補助金]
【医療機関等】
＜321,404千円（475,200千円）＞

平成３０年度自動車安全特別会計運用益活用事業の内容

補助等対象事業の内容（概要） 備　　　考

（１）独立行政法人自動車事故対策機構運
営費交付金
【独立行政法人自動車事故対策機構】
＜7,179,739千円の内数（7,179,739千円の
内数）＞

（２）独立行政法人自動車事故対策機構施
設整備費補助金
【独立行政法人自動車事故対策機構】
＜114,668千円（137,800千円）＞

参 考
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補助等対象事業【補助等対象事業者】

＜実績額（予算額）＞

★ 自動車事故に係る損害賠償問題について、弁護士が相談に応じ、必要な指導及び示談のあっ旋を行う事業等に要する経費の一部を補助
する。

○ 補助事業者から実績報告書を
受領。

○ 事故相談件数35,721件、前年度比5.3％減。 ○ 国土交通省において立入検査
を実施。

○ 示談あっ旋件数1,279件、前年度比3.3％増。示談あっ旋成立率86.7％。

○ 電話相談件数1,139件、前年度比7.2％減。

○ 高次脳機能障害相談件数50件、前年度比12.3％減。

○ 相談員等研修事業受講者数1,159名。

★ 交通遺児に対して、その育成のための資金を長期にわたり安定的に給付する事業に要する経費の一部を補助する。 ○ 補助事業者から実績報告書を
受領。

○ 交通遺児の新規加入者数は36名。（30年度末現在の加入者総数は603名） ○ 国土交通省において立入検査
を実施。

※ 千円未満は四捨五入による。

補助等対象事業の内容（概要） 備　　　考

（５）自動車事故相談及び示談あっ旋事業
[自動車事故対策費補助金]
【(公財)日弁連交通事故相談センター】
＜567,772千円（570,000千円）＞

（６）交通遺児育成給付金支給事業 [自動
車事故対策費補助金]
【(公財)交通遺児等育成基金】
＜15,726千円（21,734千円）＞
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２．自動車事故発生防止対策

補助等対象事業【補助等対象事業者】

＜実績額（予算額）＞

★ 運営費交付金を交付し、独立行政法人自動車事故対策機構法に基づく業務を確実、効率的かつ効果的に実施することにより、自動車事故
の防止を図る。

○ 国土交通省において、業務実
績等について評価を実施。

○ 運行管理者等の指導講習を実施し、128,409人（前年度比0.5％減）が受講。 ○ 業務実績報告書を受領。

○ 運転者の適性診断を実施し、471,842人（前年度比2.0％増）が受診。

○ 自動車アセスメントにおいて、11車種の自動車に対する衝突安全性能評価、21車種に対する予防安全性能評価及び4機種のチャイルド
シートに対する評価試験を実施し、その結果を情報提供。【再掲】

○ 予防安全性能評価について、衝突被害軽減ブレーキ（[対歩行者（夜間）]）、ペダル踏み間違い時加速抑制装置を開始。

★ ○ 各補助事業者から実績報告
書を受領。

○

（４）事業用自動車の重大事故に関する事
故調査等機能の強化事業 [自動車事故対策
委託費]
【当該事業を受託する者】
＜65,990千円（66,557千円）＞

★ 事業用自動車の社会的影響の大きい重大事故の背景にある組織的・構造的問題の解明を図るなど、高度かつ、複合的な事故要因の調
査・分析の一層の充実とこれに基づく有効な再発防止策の提言の強化を図るため、事業用自動車事故調査委員会に係る業務（重大事故
の調査や提言など）を外部委託する。

○ 受託事業者から報告書を受
領。

※千円未満は四捨五入による。

自動車事故を防止し、安全な自動車交通の実現を図るため、ＡＳＶ、デジタル式運行記録計及び映像記録型ドライブレコーダーの普及、社
内安全教育及び過労運転防止のための先進的な取組の促進といった自動車運送事業の安全に資する施策に必要な経費の一部を補助す
る。

（１）独立行政法人自動車事故対策機構運
営費交付金
【独立行政法人自動車事故対策機構】
＜7,179,739千円の内数（7,179,739千円の
内数）＞

（２）自動車運送事業の安全総合対策事業
[自動車事故対策費補助金]
【自動車運送事業者等】
＜902,953千円（946,916千円）＞

補助等対象事業の内容（概要） 備　　　考

事故防止対策支援推進事業
＜先進安全自動車（ＡＳＶ）の導入に対する支援＞
   事業用自動車の衝突被害軽減ブレーキ、ふらつき注意喚起装置等の導入に対する補助。
    （3,124事業者へ事業費の1/2を補助）
＜運行管理の高度化に対する支援＞
   自動車運送事業者の運行管理の高度化に係る機器（デジタコ、ドラレコ等）の導入に対する補助。
    （1.097事業者へ事業費の1/3を補助）
＜過労運転防止のための先進的な取り組みに対する支援＞
   自動車運送事業者の過労運転防止に資する機器（ＩＴ点呼機器等）の導入に対する補助。
    （155事業者へ事業費の1/2を補助）
＜社内安全教育の実施に対する支援＞
   自動車運送事業者の社内安全教育の実施に対する補助。
    （17事業者へ事業費の1/3を補助）
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自賠責保険等の支払基準（平成13年金融庁・国土交通省告示第1号）

自賠責保険等における保険金等の支払は、自動車損害賠償保障法第16条の３に基づき、国土交通大臣及び内閣総理大臣
が定める支払基準に従って行うこととされている。
改正民法の施行（令和２年４月１日）に伴い、法定利率が見直される（5% 3％）ことから、現行の法定利率（5%）を前提として
算出しているライプニッツ係数（※）の見直しが必要。 （※） 逸失利益の現在価額を算定するため中間利息を控除する係数

また、平均余命年数、物価水準、賃金水準の変動等が見られることから、こうした社会・経済情勢の変化を踏まえた支払基準
の見直しが必要。
これらを踏まえ、支払基準について、所要の改正を実施。 （令和元年１２月１２日公布、令和２年４月１日施行）

支払基準の改正の概要

逸失利益
（年収（※）－生活費) ×

就労可能年数のライプニッツ係数

慰謝料
死亡本人分

350万円⇒400万円

● 死亡

葬儀費

60万円（最大100万円）
⇒100万円

逸失利益

年収（※） × 労働能力喪失率 ×
就労可能年数のライプニッツ係数

慰謝料
介護を要する後遺障害：１級 1,600万円⇒1,650万円

２級 1,163万円⇒ 1,203万円
後遺障害：１級 1,100万円⇒1,150万円

２級 958万円⇒ 998万円

● 後遺障害

休業損害
5,700円／日×休業日数

⇒ 6,100円／日×休業日数

慰謝料
4,200円／日×治療日数

⇒ 4,300円／日×治療日数

● 傷害

積極損害
治療関係費

（入院中の看護料） 4,100円⇒4,200円

※ 赤字が改正内容

（※） 支払基準において、逸失利益の算定に用いる男女別の平均給与額（全年齢・年齢別）について、賃金水準の変動を反映

参考
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